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はじめに
教員研修については教育公務員特例法を中心とした法令で規定されており、私学教員は「公立に準
じる」という形で行われている。校外での研修は、私学の関係団体や研究所によって実施されている
が、そこへの参加は任意である。また校内研修の実施については各学校の判断に委ねられている。
これまでの教員研修の調査研究は殆どすべてが公立学校を対象としたものであり、私学についての
調査は行われてこなかった。
本報告は私学での教員研修の実態と課題を明らかにするために行ったアンケート調査の概要であ
る。
1　アンケートの概要
対象は東京都内私立中学高等学校（248校）とし、2016年 6 月13日に質問用紙を発送し、7 月29日
を締め切りとした。その後 7 月15日に督促ハガキの送付も行った。
8 月 8 日までに回答のあった学校は26校であった。9 月に東京私学教育研究所の研究会の席でも追
加的に実施し、そこでの 8 校を加えて最終的に33校（13.3％）から回答を得た。
学校の属性は、中高併設校25校・高校単独校 8 校、共学校（併学を含む）19校・男子校 7 校・女子
校 7 校であった。
設問は（1）校内研修（2）外部団体による研修（3）研修の体制（4）外部企業との提携（5）教
員像・研修についての意見の 5 項目で選択式を基本とし、自由記述で補った。
2　アンケート結果
（1）校内研修
表 1 の左列で示した研修についての実施の有
無、対象者、内容について問うた。
各研修を実施していると回答した学校数と、
その対象者は表 1 の通りである（「指定」 は
「管理職から指定された教職員」、「希望」 は
「希望した教職員」、「他」は「その他」）
年次研修では、対象者を指定した初任研修は
殆どの学校で実施されている。実施していない
とした学校でも「先輩教員と適宜相談する」と
いう回答があった。研修内容としては「学校概
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表 1　校内研修の種類・実施校・対象者
研修の種類 実施校 対象者
初任研修 27 指定24、希望 3
5 年目研修  2 指定 2
10年目研修  3 指定 3
15年目研修  2 指定 1、他 1
20年目研修  1 希望 1
25年目研修  1 希望 1
30年目研修  1 希望 1
担任研修  3 指定 1、希望 2
生活指導研修  5 指定 3、希望 2
進学指導研修  7 指定 3、希望 2 他
管理職研修  5 指定 3、希望 2
その他の研修 13 指定 3、希望 2 他
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要、教育方針や就業規則の説明」」「教科指導、生活指導について」「研究授業への参加」」などであっ
た。具体的な回答をいくつか示す。
・その年に新任教員として採用された教員（専任）に対し実施。教員としての心構えや、本校の歴
史、教務・生活指導部的内容。
・研修ノートを 1 週間毎に提出し、指導教諭、教科主任、教頭、校長からの指導（2 年間）。
・1 年目教員に副校長より、①本校の概要　②本校のマニフェスト　③各校務分掌の内容　④年間
行事　⑤その他
しかしそれ以降の年次研修の実施校は少なく、10年目研修でも 3 校にとどまる。
  その中で、ある高校共学校から、すべて実施しているという回答があった。この学校では、外部
の企業などども提携を行い、体系的な研修体制の構築に努めている。初任研修では、2 ～ 3 年目の教
員が内容を考え、後半期では初任者自身が内容決定や日程調整を行い、幅広い研修を実施している。
そして 5 年目以降は中堅者として、保護者対応や危機管理を含めた幅広い内容を行っているという。
他方職能研修では、進学（進路）指導研修が比較的多い。ある中高男子校からは、全教職員を対象
として、進路指導部が前年度の大学合格実績や中学生の学力推移調査について説明するという回答が
あった。次いで多いのが生活指導研修と管理職研修である。
その他の研修の内容として挙げられていたのは、キャリア教育、授業力アップ（基礎・応用）、模
擬授業研修、教科ごとのICT研修、毎年 1 回全教員研修、発達障害への対応・アクティブラーニン
グ・救急措置などについての研修であった。ある中高共学校では、4 年目研修として二泊三日のディ
ベート研修が実施されている。
（2）外部団体による研修
表 2 のような外部団体による研修について、
参加の有無、費用負担、参加者を問うた。
参加校数は以下の通りである。
私学団体の中では、東京私立中学高等学校協
会の研修は全校が参加していたが、残り二つは
各々約70％と約55％であった。むしろ予備校の
方の参加率が高く、約80～97％となっている。
その他として具体的に挙げられていたのは、ベ
ネッセ、コアネット、東進ハイスクールであり、「麺町警察署地区生徒指導連絡会研修」を挙げてい
た学校もあった。
費用負担については、殆どが「学校支払い」であった。「個人支払い」の学校が 1 校あったが、年
度の初めに研究費を支給している。また宿泊を伴う場合の宿泊費は個人支払いというケースもある。
参加の制限については特にない場合が多いが、費用負担と関わって、一定の限度内（年間 3 回、4
回、あるいは 2 万円以下）で学校支払いの場合がある。また「授業や校務に影響が出ないのが大前
提」という回答もあった。
参加者については、私学団体関係のものは管理職を含めて、初任者や「指定された者」が含まれる
ことが多いのに対して、予備校では「自発的に希望した教職員」が中心となっている。いずれも多様
表 2　研修実施団体と参加校数
団体名 参加校
東京私学財団 23
東京私立中学高等学校協会（東京私学教育研究所） 33
私学研修福祉会（日本私学教育研究所） 18
駿台予備校 28
河合塾　 32
代々木ゼミナール 27
その他 16
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な研修の場を提供しており、必要に応じた参加が行われている。
（3）研修の体制
本項では「研修担当部署や教員は配置されていますか（あれば具体的に）」という設問に対して、
自由記述での回答を求めた。
「いない」という回答は10校であり、「いる」とした学校では、「管理職（主に教頭・副校長）」が 7
校、「教務部、総務部、教育運営部、教育統括部、生徒部など」が11校となっている。担当部署があ
るという学校は 1 校（中高共学校）のみで、「教育センター（教育センター長を含む 2 名の教員を配
置）」であった。また「1 名、研修パンフレット等の掲示、とりまとめをしています」という回答が
あった。
（4）外部企業との提携
ここでは「外部の研修専用企業などと提携をしていますか」という設問で、「はい」と答えた場合
には、企業と研修内容について自由記述での回答を求めた。
何らかの回答があったのは 3 校であった。内容は以下の通りである。
・エデュケーショナルネットワークの STC　（School Training College）研修。初任者若手・中
堅・管理職対象で年間17回実施。
・昨年度まではエデュケーショナルネットワ　ークのSTC研修及び「授業力・保護者対応・生徒指
導・ICT活用・広報戦略など」今年度は私学マネージメント協会のみ。
・森上教育研究所から校内研修に講師を派遣してもらっている。今年度の内容は「適性 検査型テ
スト作成のコツと注意点」。
（5）教員像・研修についての意見
最後に 3 項目についての意見を自由記述により求めた。
第一は「貴校の求める教員像はどのようなものでしょうか」である。1 校を除いてすべての学校か
ら回答があった。私学の教員像を窺える部分であるので、いくつかの記述を紹介する。
・本校の教育方針を十分に理解し、実践できる教員。率先垂範して生徒を指導できる教員。
・自らの頭で考え、状況判断のできる教員。
・様々なタイプの生徒から信頼・尊敬される教員。
・生徒のために労を惜しまない教員。生徒に寄り添うことができる教員。深く掘り下げた授業がで
きる教員。ある程度の協調性を有した教員。
・生徒の夢の伴走者となる教師。
・人格等全ての面で生徒の範となれる教師。
・生徒の夢をかなえる環境となり得る教員。
・学習指導・生徒指導、両面においてバランスよく力を持ち、チームワークを配慮できること。ま
た本校の建学の精神を理解した上で教育を行えること。
・「〇〇（校名　引用者）精神」を理解し、生徒指導を行い、社会に出て通用する人を目指せる教
員。「基礎的な学力の向上」指導を徹底できる教員。
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・生徒にわかりやすく勉強を教えられ、生徒に自ら学ぶよう、自分の考え方の反省や教材研究を常
に行っていく教員。1 人 1 人の個性、場合によっては障がいに丁寧に向き合い対応できる教員。
他の教員と協調できる、社会常識を身に付けている教員。
・①高い研究意欲を持ち、生徒のために工夫する人　②授業がわかりやすい　③ユーモアのセンス
がある　④どの生徒にも公平である　⑤生徒の話を真剣に聞くことができる　⑥厳しくすべきと
きに厳しくできること　⑦チームワークに配慮し、他者のアイディアや貢献を尊重し、学校全体
の方針に従う人　⑧生徒、保護者から信頼されていること。
・人間が人間を教育しているということを忘れない教員。自由で柔軟な発想力を持ち、教育に対し
て真摯に取り組む教員。授業研究をたゆまずに継続し、自己変革し続ける教員。
・学校の代表である校長の代わりに授業を行い、生徒指導をしているという事を自覚しながらも、
自ら考え正しく行動する事の出来る教員。
以上のように、学校の建学の精神や教育方針を理解し、全人格的に生徒と関わり、学習指導・生活
指導（そして部活指導）の可能な教員が求められていることが、確認できる。
第二は「貴校独自の研修会・研修への取り組みがあればお書きください」である。この項目に何ら
かの回答があったのは22校であり、内容的には以下のようなものであった。
・ICT教育に向けたタブレットの活用法、学習支援ソフトの使用法などについて、不定期の研修。
・アクティブラーニング、学び合い、協同学習に関わる研修と講師を招いての全教員向け研修。
・サイエンスという科目があり、サイエンス科に所属する教員が週 1 回、教科内研修を実施。
・8 月末に全教職員が参加する研修会あり（研修委員は選挙により選出）。
・年 1 回の公開研究発表と教員研究集録の発行。
このように、学校独自の研修としては、現在の諸課題についての研修と、定期的に全校で実施され
る研修などがあることが分かる。
第三は「私学の教員研修の課題と思われることなどがありましたらご自由にお書きください」であ
る。主な回答は以下のようなものである。
・十分な研修時間がとれていないのが現状です。研修内容に関しては、授業の改善に役立てられる
ような研修には前向きですが（技術的なノウハウの習得）、生徒対応などの対人関係を学ぶ研修
にはあまり反応してくれません。経験の浅い教員が生徒対応、保護者対応を学ぶことのできる研
修の機会が多くあると参加する機会が増えると思います。
・①予算の確保　②時間の確保（実施日の確保に苦労する）　③研修実施後の全体へのフィード
バックがなかなか難しい。
・研修が義務化されておらず、個人に任されている。教科の枠を越えた道徳・特活・生徒指導・進
路指導等の研修に全校をあげて取り組む難しさがある。
このように、予算と時間の確保、研修内容の設定、参加への動機付けなどが研修会をめぐる主な課
題であると言える。
3　私学の教員研修の課題
限られたサンプルではあるが、本アンケートから私学の教員研修についての実態と課題の一端が明
らかになった。
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実態としては第一に、全体として研修体制の構築が十分ではない。年次、教科、分掌に応じた研修
の必要性は自覚されていても、時間や予算の制約のため実現が難しい。第二に、外部機関の活用は広
く行われているが、私学団体よりも、予備校などの研修に参加する傾向にある。現場で直ちに役立つ
研修が提供されているためであろう。第三に、企業との提携はあまり進んでいないことも明らかに
なった。
今後の方向としては、従来の校外研修の企画において、より教職員の声を反映させるとともに、校
内研修のプログラムを私学協会などの私学関係団体レベルで策定することが考えられる。今回の調査
でも、研修体系の整備が学校毎の努力だけでは難しいことが明らかになった。学校の意見を踏まえ、
地域の状況に応じた研修モデルの作成が有効である。同時にこれから設置される「教員育成協議会」
に私学がどのようなスタンスを取るかという問題もある。大学と教育委員会の連携による「養成・採
用・研修」の一体化の中で、私学が教員養成においてどのような立場を取るべきかの議論が必要であ
る。

